
頁

１．事業の位置付け

健康・こども部　青少年課
○ ハード ● ソフト

【委託： 3セク・財団 企業 ＮＰＯ ○ その他　】 【協働： 】

２．事業の検証

■ 市民ニーズ
□ 事業目的の達成状況 高
■ 市の関与の必要性 低
□ その他
□ 上位施策への貢献
■ 市民満足度を高める方策 高
■ 継続による成果向上の可能性 低
□ その他
■ 事業の目的、対象、内容
■ 受益者負担、補助額 高
■ 業務の執行体制（人員配置、業務分担） 中
□ その他 低
□ 業務プロセス改善による効率化の方策
□ コスト削減の可能性 高
■ 事業手法（民活の余地、事業形態の検討） 中
□ その他 低

成果指標①

指標名 施設整備件数 単位 件

説明・算定式 既存公共施設への移設（分割を含む）や専用施設の建設などの整備件数の累計

成果指標②

指標名 単位

説明・算定式

活動指標②

指標名 単位

説明・算定式

平成19年度

保護者が昼間家庭にいない児童を対象に、家庭に代わる生
活の場として放課後児童クラブを運営し、適切な遊びや指
導を行うことで、児童の健全育成と、仕事と子育ての両立
が実現しています。

運営を放課後児童クラブへ委託するとともに、安心・安全
な保育環境実現のため、民間借家の放課後児童クラブを余
裕教室などの公共施設へ移設を進めます。

活動指標①

指標名 施設整備に係る協議回数 単位 回

説明・算定式 公共施設管理者や既存利用団体との交渉などの回数、公共施設移転に係る交渉などの回数

平成19年度
1010

目標

目標

101010実績

平成21年度

対象・受益者 小学生及び保護者 事業期間
委託、協働 放課後児童健全育成事業運営委員

目的・目標 事業の概要

平塚市総合計画　第１次実施計画期間における実施計画事業の取り組み状況まとめ 1

事務事業名
事業担当

放課後児童健全育成事業

児童福祉法で市町村が実施に努めるべき事業と定めてお
り、また最近では、女性の社会進出や児童が被害者になる
犯罪の増加からニーズも高く、市が取り組む事業として高
い必要性があります。

少子化が進行する中でも学童保育の利用者は増加してお
り、その充実は市民満足度を高めるうえで有効です。少子
化対策や次世代の健全育成を図るためにも有効な事業で
す。

学童保育が公的サービスであることから、応能負担の原則
により、世帯収入に応じた適切な利用料金を研究する必要
があります。また、ニーズが拡大していることから、人員配
置の充実も求められます。

分析の視点

①〈地域力〉　地域組織や市民活動の力を育て、まちづくりに活かす
'03

●
○

事業種類

総合計画の
位置付け

'02 基本目標２　　子育て、長寿を楽しみ、安心していきいきと暮らせるまち
'01

3 地域社会で家庭や地域の子育てする力を高める
根拠法令等 児童福祉法、平塚市放課後児童クラブ条例、平塚市放課後児童クラブに関する実施要綱

○
●
○

学童保育の運営は、保護者会を始めとする各種団体への
委託方式により行われていますが、保護者会運営は働く親
にとって負担になっているので、社会福祉法人やＮＰＯ団
体等の活用も検討する必要があります。

目標

実績

先の視点に関する分析・課題の抽出

●
○事

業

分

析

項目 総合評価

必要性

有効性

妥当性

効率性

●
○

○

10
平成20年度

平成20年度 平成21年度

12108目標

7 10 14実績

平成19年度 平成20年度 平成21年度

実績

平成19年度 平成20年度 平成21年度



頁
３．年度別事業内容・決算額 （単位：千円）

４．事業展開の経緯

① ① ①

Ｂ Ａ Ａ

主な取組と成果

民間借家から公的施設等への移転
推進。平成19年度は専用施設の建
設1箇所（松延小学校区）、学校
の余裕教室への移転2箇所（富士
見小学校区、松が丘小学校区）、
既存公的施設への移転1箇所（松
原小学校区）を行った。なお、豊
田学童の分庁舎移設が年度内に達
成できなかったが、移転直前の改
修工事までは完了した。

民間借家から公的施設等への移転
推進の方針に基づき、平成２０年
度は大野小学校区放課後児童クラ
ブを専用施設へ、豊田小学校区放
課後児童クラブを既存公共施設へ
の移設しました。また、大規模化
している外国人児童専用のこひつ
じ学童クラブの分割も実施するこ
とができました。

平成２１年度は、城島分庁舎を有
効活用して放課後児童クラブを新
設しました。また入所児童の増加
が著しかった崇善・花水小学校区
のクラブを分割するとともに、狭
隘化が進んでいた神田・相模小学
校区に新たなクラブを開設しまし
た。

検証結果
平成21年度への展開 平成22年度への展開 平成23年度への展開

－

平成19年度事業分 平成20年度事業分 平成21年度事業分

2

進
捗
状
況

再任用　(人)
内
訳

人件費　(B)
フルコスト　(A+B)

遅れている
理由

：予定どおり
－ －

7,521
187,465

0
0

今後に向けた
課題

女性の社会進出等により学童保育
に対する市民ニーズはますます高
まっているが、その一方で、昨今
の地震等の自然災害や犯罪発生傾
向等を反映し、保護者からは学童
保育所の安心・安全が求められて
いる。このため、現在民間借家で
運営されている学童保育について
は、できるだけ速やかに公設建物
へと移転を進めていく必要があ
る。

女性の社会進出により学童保育の
ニーズが益々高まっている上、近
年の地震等自然災害の発生や犯罪
増加傾向等を反映し、学童保育の
安心・安全が求められています。
このため、学童保育の充実と、民
間借家で運営されている学童保育
についてはできるだけ速やかに公
設建物へ移転を進めていく必要が
あります。

女性の社会進出により学童保育の
ニーズが益々高まっている上、近
年の地震等自然災害の発生や犯罪
増加傾向等を反映し、学童保育の
安心・安全が求められています。
このため、学童保育の充実と、民
間借家で運営されている学童保育
についてはできるだけ速やかに公
設建物へ移転を進めていく必要が
あります。

：予定どおり ：予定どおり

：おおむね成果があがった ：成果があがった ：成果があがった

財
源
内
訳

一般財源

国庫支出金
県支出金

起債
その他　特財

117,134
179,944
118.54

事業費　(A)
執行率　(%)

職員　(人) 0.90

事業内容

児童クラブへの運営委託、施設
整備など

児童クラブへの運営委託、施設
整備など

児童クラブへの運営委託、施設
整備など

0

141,951

0.90
0.00
7,552

0.00
7,552

155,485

0
0

96,411
134,399
95.55

0.00

0
0

62,810
0

47,187
0

100,746
147,933
100.77
0.90

37,988

平成２１年度
決算額

平成２０年度
決算額

平成１９年度
決算額



頁

１．事業の位置付け

健康・こども部　こども家庭課
○ ハード ● ソフト

【委託： 3セク・財団 企業 ＮＰＯ その他　】 【協働： 】

２．事業の検証

■ 市民ニーズ
□ 事業目的の達成状況 高
□ 市の関与の必要性 低
□ その他
□ 上位施策への貢献
■ 市民満足度を高める方策 高
■ 継続による成果向上の可能性 低
□ その他
■ 事業の目的、対象、内容
□ 受益者負担、補助額 高
□ 業務の執行体制（人員配置、業務分担） 中
□ その他 低
□ 業務プロセス改善による効率化の方策
□ コスト削減の可能性 高
■ 事業手法（民活の余地、事業形態の検討） 中
□ その他 低

必要性

児童の思いやりを持つ心や社会性を養い、生きる力を培う
ために必要性は高いと思われます。 ●

○

有効性

保育園が行う子育て家庭交流等は、入所児童の思いやり
を持つ心や社会性を養い、生きる力を培うのに有効です。 ●

○

事

業

分

析

項目 分析の視点 先の視点に関する分析・課題の抽出 総合評価

妥当性

事業が適切に実施されることにより、入所児童の思いやり
を持つ心や社会性が養なわれるとともに、生きる力が培わ
れ、事業目的を達成するのに妥当です。

●
○
○

効率性

事業内容等を検討し、更に効率性を高めていきます。

○
●
○

実績

目標

成果指標②

指標名 単位

説明・算定式

平成19年度 平成20年度 平成21年度

説明・算定式 －

平成19年度 平成20年度 平成21年度成果指標①

指標名 交流事業数 単位 回

目標 2000 2200 2400
実績 2305 2462 2317

実績

単位

説明・算定式

平成19年度 平成20年度 平成21年度
目標

実績 36 37 38

説明・算定式 延べ実施保育所数

平成19年度 平成20年度 平成21年度
目標 36 36 37

目的・目標 事業の概要
地域ぐるみの交流を通して、児童のお年寄りへの「いたわ
り」や「思いやり」の心を育て、社会性を養うとともに、
地域の子育てが支えられています。

保育所の持つ地域性を活用し、児童の思いやりを持つ心や
社会性を養い、生きる力を培うため、世代間交流事業、異
年齢児交流事業、自然体験活動などを実施します。

委託、協働 民間保育園

活動指標①

指標名 実施保育所数 単位 園

対象・受益者 入所児童、地域住民 事業期間

総合計画の
位置付け

'02 基本目標２　　子育て、長寿を楽しみ、安心していきいきと暮らせるまち
'01 ①〈地域力〉　地域組織や市民活動の力を育て、まちづくりに活かす
'03 3 地域社会で家庭や地域の子育てする力を高める

事業種類

根拠法令等

事務事業名 保育所ふれあい交流推進事業
事業担当

平塚市総合計画　第１次実施計画期間における実施計画事業の取り組み状況まとめ 3

活動指標②

指標名



頁
３．年度別事業内容・決算額 （単位：千円）

４．事業展開の経緯

① ① ①

Ａ Ａ Ａ
平成21年度への展開 平成22年度への展開 平成23年度への展開

今後に向けた
課題

地域の子育て家庭や小中高生、お
年寄りなどによる地域ぐるみの交
流等を通じて、地域の子育て力を
高めていく。

地域の子育て家庭や小中高生、お
年寄りなどによる地域ぐるみの交
流等を通じて、地域の子育て力を
高めていきます。

地域の子育て家庭や小中高生、お
年寄りなどによる地域ぐるみの交
流等を通じて、地域の子育て力を
高めていきます。

主な取組と成果

子育て家庭交流事業、世代間等交
流事業、異年齢児交流事業、育児
講座等を実施したことにより、交
流事業数の増加が図られた。

子育て家庭交流事業、世代間等交
流事業、異年齢児交流事業、育児
講座等を実施したことにより、交
流事業数の増加が図られました。

民間保育所の積極的な取り組みに
より、事業実施保育所数の増加が
図られました。

検証結果 ：成果があがった ：成果があがった ：成果があがった

平成19年度事業分 平成20年度事業分 平成21年度事業分

進
捗
状
況

：予定どおり ：予定どおり ：予定どおり

遅れている
理由

－ － －

フルコスト　(A+B) 59,740 61,031 59,119
人件費　(B) 56,640 57,731 55,819

内
訳

職員　(人) 6.75 6.88 6.68
再任用　(人) 0.00 0.00 0.00

執行率　(%) 105.08 111.86 111.86
事業費　(A) 3,100 3,300 3,300

その他　特財 0 0 0
2,550

県支出金 800 900 750財
源
内
訳

国庫支出金 450 450 0

起債 0 0 0

一般財源 1,850 1,950

事業内容

子育て家庭交流、中高生との体
験交流など

子育て家庭交流、中高生との体
験交流など

子育て家庭交流、中高生との体
験交流など

4

平成１９年度
決算額

平成２０年度
決算額

平成２１年度
決算額



頁

１．事業の位置付け

社会教育部　社会教育課
○ ハード ● ソフト

【委託： 3セク・財団 企業 ＮＰＯ その他　】 【協働： 】

２．事業の検証

■ 市民ニーズ
□ 事業目的の達成状況 高
□ 市の関与の必要性 低
□ その他
□ 上位施策への貢献
□ 市民満足度を高める方策 高
■ 継続による成果向上の可能性 低
□ その他
□ 事業の目的、対象、内容
■ 受益者負担、補助額 高
□ 業務の執行体制（人員配置、業務分担） 中
□ その他 低
□ 業務プロセス改善による効率化の方策
□ コスト削減の可能性 高
■ 事業手法（民活の余地、事業形態の検討） 中
□ その他 低

平塚市総合計画　第１次実施計画期間における実施計画事業の取り組み状況まとめ 5

○

有効性

「平塚市地域教育力ネットワーク協議会」が発足１１年を迎
え、その取組が確実に定着してきました。地道な取組が継
続されたことで、家庭・学校・地域のネットワークがつくられ
ています。

○

妥当性

市としては活動に対して委託金を支出しているほか、情報
交換の場として「代表者会議」、「役員会議」、「全体研修
会」を開催して支援しており、妥当であると考えます。

○

●

●

成果指標②

単位

説明・算定式

実績

目標

平成19年度

平成19年度 平成20年度

成果指標①

こどもサポート看板設置世帯数 単位 世帯

説明・算定式 －

実績 2196 2205 2205

説明・算定式 －

実績 7 8 7

活動指標②

単位

説明・算定式

実績

目標

事務事業名 地域教育力ネットワーク推進事業
事業担当
事業種類

総合計画の
位置付け

'03

事業の概要
子どもたちが、同世代また様々な世代間との交流を通し、
地域活動に主体的に参加し、豊富な生活体験、社会体験、
自然体験を積み重ね、「生きる力」をはぐくむ教育環境づ
くりができています。

子ども一人一人の自立と健全育成のため、地域教育力ネッ
トワークを推進する団体を助成します。

活動指標①

地域教育力ネットワーク協議会代表者会議及び役員会開催回数 単位

総合評価

必要性

子どもたちが地域社会へ主体的に参加し、様々な世代間
交流、体験活動を積み重ね、生きる力を育むために、青少
年関係団体や学校等で組織する教育力ネットワーク協議
会は必要です。

●
○

○
●

事

業

分

析

効率性

活動自体が各中学校区単位で、協議会が主体的に実施し
ていることから、職員は会議や研修会等に従事するのみ
で、活動に対しては助言のみをしています。

○

項目 分析の視点 先の視点に関する分析・課題の抽出

平成20年度 平成21年度

指標名

指標名

平成19年度 平成20年度 平成21年度
目標 2070 2200 2230

平成21年度

指標名

指標名

平成19年度 平成20年度 平成21年度
目標 7 7 7

回

対象・受益者 青少年 事業期間
委託、協働

目的・目標

根拠法令等

'02
①〈地域力〉　地域組織や市民活動の力を育て、まちづくりに活かす'01
3 地域社会で家庭や地域の子育てする力を高める

基本目標２　　子育て、長寿を楽しみ、安心していきいきと暮らせるまち



頁
３．年度別事業内容・決算額 （単位：千円）

４．事業展開の経緯

① ① ①

Ａ Ａ Ａ

今後に向けた
課題

各教育力ネットワーク協議会ごと
で、活動面での交流も図られるよ
うに情報交換の場を充実・提供し
ていくことが必要であり、各地区
の活動の活性化方策について研究
が必要である。

各教育力ネットワーク協議会ごと
で、活動面での交流も図られるよ
うに情報交換の場を充実・提供し
ていくことが必要であり、各地区
の活動の活性化方策についても、
話合いや研究の場として研修会を
充実させる必要があります。

各地区協議会ごとで、活動面での
交流も図られるように情報交換の
場を充実・提供していくことが必
要であり、各地区の活動の活性化
方策についても、話し合いや研究
の場として研修会を充実させる必
要があります。

主な取組と成果

各中学校区の教育力ネットワーク
協議会の活動に対して補助金を支
出した。平成１９年度において
は、例年の活動、事業が更に充実
して行われ、夜間パトロールも通
年で行っている地区が増えた。ま
た、子どもサポート看板の設置数
も住民や店舗等の協力で着実に設
置数が増えており、地域での子ど
もたちを守る活動や健全育成のた
めの様々な取組が充実した。

各中学校区の教育力ネットワーク
協議会の活動に対して補助金を支
出した。平成２０年度も引き続
き、地域の特性を生かした事業が
充実してきています。共通の取組
である夜間パトロールは通年で
行っている地区が増えてきてお
り、子どもサポート看板の設置数
も設置数増だけでなく、設置場所
の見直しも行われています。この
ように地域での子どもたちを守る
活動や、生きる力を育む様々な取
組が充実してきました。

各中学校区地域教育力ネットワー
ク協議会の共通事業として、パト
ロール、こどもサポート看板の設
置・管理及び研修会への参加の３
つを位置付けました。夜間パト
ロールは通年で行っている地区が
増えてきており、またこどもサ
ポート看板の設置についても設置
数増だけでなく、設置場所の見直
しも行われています。このように
地域で子どもたちを見守る活動が
進められてきました。


：成果があがった ：成果があがった ：成果があがった

平成19年度事業分 平成20年度事業分 平成21年度事業分

内
訳 再任用　(人)

フルコスト　(A+B) 5,218 5,218 5,754
人件費　(B) 2,518 2,518 3,176

0.00 0.00 0.00

6

平成１９年度
決算額

平成２０年度
決算額

平成２１年度
決算額

遅れている
理由

－ － －

2,578

検証結果
平成21年度への展開 平成22年度への展開 平成23年度への展開

進
捗
状
況

：予定どおり ：予定どおり ：予定どおり

国庫支出金 0 0

100.00 100.00 95.48
職員　(人) 0.30 0.30 0.38

執行率　(%)
事業費　(A) 2,700 2,700

事業内容

地域教育力ネットワーク協議会の
活動支援

地域教育力ネットワーク協議会の
活動支援

地域教育力ネットワーク協議会の
活動支援

2,700 2,700 2,578

財
源
内
訳

一般財源

起債
県支出金 0 0 0

その他　特財 0 0 0

0

0 0 0



頁

１．事業の位置付け

社会教育部　社会教育課
○ ハード ● ソフト

年
【委託： 3セク・財団 企業 ＮＰＯ ○ その他　】 【協働： 】

２．事業の検証

■ 市民ニーズ
□ 事業目的の達成状況 高
■ 市の関与の必要性 低
□ その他
□ 上位施策への貢献
■ 市民満足度を高める方策 高
■ 継続による成果向上の可能性 低
□ その他
■ 事業の目的、対象、内容
■ 受益者負担、補助額 高
□ 業務の執行体制（人員配置、業務分担） 中
□ その他 低
□ 業務プロセス改善による効率化の方策
□ コスト削減の可能性 高
■ 事業手法（民活の余地、事業形態の検討） 中
□ その他 低

必要性

国が定めた「放課後子どもプラン」により、自治体が実施主
体として行うものとされており、全児童対象の事業であるこ
とや、やわた子ども村の利用者ニーズが高いことから推進
していく必要があります。

●
○

有効性

４年経過して、参加するボランティアも増え、地域で子ども
を育てようという意識が確実に高まってきている。今後も継
続して支援していくことが放課後対策の充実、活性化につ
ながり有効です。

●
○

事

業

分

析

項目 分析の視点 先の視点に関する分析・課題の抽出 総合評価

妥当性

地域性をいかした取組を充実していく方向である。国・県か
ら補助金を受けているが、やわた子ども村としても自主・自
立のため参加者からの会費を事業費に充てています。

●
○
○

効率性

本市からやわた子ども村に事業を委託しており、活動は地
域住民の自主性で行われていることから、営利を目的とし
た企業への委託などは対象となりません。

○
●
○

実績

目標

成果指標②

指標名 単位

説明・算定式

平成19年度 平成20年度 平成21年度

説明・算定式 －

平成19年度 平成20年度 平成21年度成果指標①

指標名 地域ボランティア数 単位 人

目標 30 70 75
実績 70 75 75

目標

活動指標②

指標名 単位

説明・算定式

平成19年度 平成20年度 平成21年度

実績 1 2 5

実績

説明・算定式 延べ数

平成19年度 平成20年度 平成21年度活動指標①

指標名 地区別運営委員会開催回数 単位 回

目標 1 2 5

委託、協働 やわた子ども村
目的・目標 事業の概要

放課後等に子どもが安心して活動できる居場所がつくられ
るとともに、次世代を担う児童の健全育成が行われていま
す。

放課後などに子どもが安心して活動できる居場所づくりを
図るとともに、児童の健全育成を支援するため、放課後子
ども教室を推進します。

根拠法令等
対象・受益者 当該校全児童 事業期間 2007

総合計画の
位置付け

'02 基本目標２　　子育て、長寿を楽しみ、安心していきいきと暮らせるまち
'01 ①〈地域力〉　地域組織や市民活動の力を育て、まちづくりに活かす
'03 3 地域社会で家庭や地域の子育てする力を高める

平塚市総合計画　第１次実施計画期間における実施計画事業の取り組み状況まとめ 7

事務事業名 放課後子ども教室推進事業
事業担当
事業種類



頁
３．年度別事業内容・決算額 （単位：千円）

４．事業展開の経緯

① ① ①

Ａ Ａ Ａ
平成21年度への展開 平成22年度への展開 平成23年度への展開

今後に向けた
課題

全市的な展開に向けては、学校関
係者、子どもに関する全市的な公
的団体、行政の関係各課による
「放課後子どもプラン運営委員
会」を今後立ち上げて、市として
の今後の展開に向けた方向性等を
検討していく必要がある。

全市的な展開に向けては、「放課
後子どもプラン運営委員会」にお
いて、市としての今後の展開に向
けた方向性等を、引き続き検討し
ていく必要があります。

全市的な展開に向けては、国や県
の動向も含め検証を行い、本市と
しての方向性等を検討していく必
要があります。

主な取組と成果

「やわた子ども村」をモデル地区
として支援するとともに、取組に
ついて検証したことにより、放課
後等の子どもたちの安全で健やか
な居場所づくりを推進することが
できた。

平塚市自治会連絡協議会や平塚市
地域教育力ネットワーク協議会、
学童保育指導員会等の代表者と関
係課で組織する「放課後子どもプ
ラン運営委員会」を立ち上げて、
本市のモデル地区「やわた子ども
村」の活動の検証を行いながら、
支援を継続して、放課後等の子ど
もたちの安全で健やかな居場所づ
くりを推進することができまし
た。

本市のモデル地区「やわた子ども
村」の活動を支援することによ
り、放課後等の子どもたちの安全
で健やかな居場所づくりを推進す
ることができました。

なお、国・県の補助金拡充の見込
みが立たず、事業の拡大が難しい
ため、平成２２年度からは既存教
室への支援を事務事業として行っ
ています。

検証結果 ：成果があがった ：成果があがった ：成果があがった

平成19年度事業分 平成20年度事業分 平成21年度事業分

進
捗
状
況

：予定どおり ：予定どおり ：予定どおり

遅れている
理由

－ － －

フルコスト　(A+B) 2,802 2,802 3,462
人件費　(B) 2,098 2,098 2,758

内
訳

職員　(人) 0.25 0.25 0.33
再任用　(人) 0.00 0.00 0.00

執行率　(%) 100.00 100.00 100.00
事業費　(A) 704 704 704

その他　特財 0 0 0
235

県支出金 395 469 469財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0

起債 0 0 0

一般財源 309 235

事業内容

モデル地区の設置 実施地区の検証、運営委員会の
開催

実施地区の検証、運営委員会の
開催

8

平成１９年度
決算額

平成２０年度
決算額

平成２１年度
決算額



頁

１．事業の位置付け

社会教育部　社会教育課
○ ハード ● ソフト

【委託： 3セク・財団 企業 ＮＰＯ ○ その他　】 【協働： 】

２．事業の検証

■ 市民ニーズ
□ 事業目的の達成状況 高
■ 市の関与の必要性 低
□ その他
□ 上位施策への貢献
■ 市民満足度を高める方策 高
□ 継続による成果向上の可能性 低
□ その他
■ 事業の目的、対象、内容
□ 受益者負担、補助額 高
□ 業務の執行体制（人員配置、業務分担） 中
□ その他 低
□ 業務プロセス改善による効率化の方策
□ コスト削減の可能性 高
■ 事業手法（民活の余地、事業形態の検討） 中
□ その他 低

必要性

「子どもの読書活動の推進に関する法律」を受け、本市の
「平塚市子ども読書活動推進計画」を策定して、これにより
行政と地域が連携して行う事業として推進しています。


●
○

有効性

子どもが本と触れ合える機会の提供、読書に関する環境
整備が進むことで、学校だけでなく地域や公民館などあら
ゆる場で取り組みが推進され、子どもや保護者の読書へ
の関心が高まり、活動の満足度が高まっています。

●
○

事

業

分

析

項目 分析の視点 先の視点に関する分析・課題の抽出 総合評価

妥当性

地域・学校・家庭が連携して読書活動を推進するという会
国的に見ても先進的な取組である。事業の実施主体は、
市が委託する中学校区ごとの推進協議会であり、職員は
活動に対しての支援をしており、妥当です。

●
○
○

効率性

市の直接事業でなく、学校や公民館で活動している地域ボ
ランティアによる協議会へ委託していることから、事業コス
トは最少限度である。費用対効果は高いと判断します。

●
○
○

実績

目標

成果指標②

指標名 単位

説明・算定式

平成19年度 平成20年度 平成21年度

説明・算定式 －

平成19年度 平成20年度 平成21年度成果指標①

指標名 小・中学校の読書に関するボランティア数 単位 人

目標 1900 1950 2000
実績 1950 2000 2000

目標

活動指標②

指標名 単位

説明・算定式

平成19年度 平成20年度 平成21年度

実績 12 15 15

実績

説明・算定式 設置対象地区：全15中学校区

平成19年度 平成20年度 平成21年度活動指標①

指標名 子ども読書活動推進協議会設置数 単位 か所

目標 12 15 15

目的・目標 事業の概要
身近なところに本と出会える環境・機会を整えることで、
子どもの読書への興味・関心を喚起し、人生をより豊かに
生きるための知性や感性がはぐくまれています。

子どもの読書活動をより一層充実するため、学校司書の配
置と併せて、中学校区ごとに協働で子ども読書活動推進協
議会を立ち上げ、全市的な読書活動を推進します。

対象・受益者 全市民、乳幼児～高校生 事業期間

'03 3 地域社会で家庭や地域の子育てする力を高める
根拠法令等 子どもの読書活動の推進に関する法律

平塚市総合計画　第１次実施計画期間における実施計画事業の取り組み状況まとめ 9

事務事業名 子ども読書活動推進事業
事業担当
事業種類

総合計画の
位置付け

'02 基本目標２　　子育て、長寿を楽しみ、安心していきいきと暮らせるまち

委託、協働 各地区の推進協議会

'01 ①〈地域力〉　地域組織や市民活動の力を育て、まちづくりに活かす



頁
３．年度別事業内容・決算額 （単位：千円）

４．事業展開の経緯

① ① ①

Ａ Ａ Ａ
平成21年度への展開 平成22年度への展開 平成23年度への展開

今後に向けた
課題

次期の「平塚市子ども読書活動推
進計画」策定の際には、今後の本
市の読書活動推進の方向性等につ
いて、市民意見をパブリックコメ
ントで広く募集するだけでなく、
読書活動をしているボランティア
の方々の意見や、活動に参加され
た地域の保護者の意見も取り入れ
て、検討しながら策定する方向で
考えている。

「平塚市子ども読書活動推進計画
（第二次）」の策定に際して、今
後の本市の読書活動推進の方向性
や、必要な事業、取り組むべき事
業などを市民の視点から考えるた
めに、読書活動をしているボラン
ティアの方々を策定委員のメン
バーとして参画してもらい、検討
しながら策定する方向で考えてい
ます。

「平塚市子ども読書活動推進計画
（第二次）」を推進し、全１５中
学校区の子ども読書活動推進協議
会からなるネットワーク組織を設
立して各協議会へのサポートや関
係機関との連携を推進していきた
いと考えます。

主な取組と成果

新たに８中学校区に学校司書の配
置と併せて、地域の方々と協働で
子ども読書活動推進協議会を立ち
上げた。子ども読書活動推進協議
会の設置により、既設の４地区と
合わせて計１２地区において、地
域・学校・家庭が連携した読書活
動を推進し、子ども読書活動の充
実を図ることができた。

既設の１２中学校区の子ども読書
活動推進協議会に加え、２０年度
も地域の方々と協働で３中学校区
に子ども読書活動推進協議会を立
ち上げ、市内全中学校区に子ども
読書活動推進協議会の設置が完了
したことで、より一層、地域・学
校・家庭が連携した読書活動の充
実を図ることができました。ま
た、第２回子ども読書活動推進
フォーラムを中央公民館で開催
し、多くの市民に子ども読書活動
の取り組みを周知・啓発できまし
た。

市内の全１５中学校区の子ども読
書活動推進協議会と連携を図り、
より一層、地域・学校・家庭が連
携した読書活動の充実を図ること
ができました。また、子ども読書
活動推進フォーラム（全市的な
フォーラムとしては３回目）を中
央公民館で開催し、多くの市民に
子ども読書活動の取り組みを周
知・啓発できました。

検証結果 ：成果があがった ：成果があがった ：成果があがった

平成19年度事業分 平成20年度事業分 平成21年度事業分

進
捗
状
況

：予定どおり ：予定どおり ：予定どおり

遅れている
理由

－ － －

フルコスト　(A+B) 8,796 8,924 7,459
人件費　(B) 7,552 7,552 6,100

内
訳

職員　(人) 0.90 0.90 0.73
再任用　(人) 0.00 0.00 0.00

執行率　(%) 95.69 90.86 90.00
事業費　(A) 1,244 1,372 1,359

その他　特財 0 0 0
1,359

県支出金 0 0 0財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0

起債 0 0 0

一般財源 1,244 1,372

事業内容

子ども読書活動推進協議会の増
設

推進協議会の増設、推進計画改
定

ネットワーク充実など、計画改定・
製本

10

平成１９年度
決算額

平成２０年度
決算額

平成２１年度
決算額


